
令和３年度普通会計決算の概要

Ⅰ．収支の状況 （単位：千円、％）

3年度A 2年度B 増減額
Ａ-Ｂ

対前年度
増減率 備考

歳入総額 A 65,645,640 69,706,601 △4,060,961 △5.8

歳出総額 B 64,730,605 69,105,656 △4,375,051 △6.3

歳入歳出差引(A-B) C 915,035 600,945 314,090

翌年度繰越財源 D 365,886 542,816 △176,930
実 質 収 支(C-D) E 549,149 58,129 491,020
単年度収支 491,020 △ 14,769 505,789 前年度の実質収支との差

実質単年度収支 1,053,073 △ 164,750 1,217,823 財政調整基金積立、取崩額等を除く

Ⅱ．歳入の状況

3年度A 2年度B 増減額
Ａ-Ｂ

対前年度
増減率 備考

 市          税 14,024,842 14,123,674 △98,832 △0.7

うち個人市民税 4,263,731 4,336,246 △72,515 △1.7 所得割　△75,703　※現年分のみ

うち法人市民税 978,189 931,136 47,053 5.1 法人税割　＋34,079　※現年分のみ

うち固定資産税 7,244,152 7,373,924 △129,772 △1.8 家屋　△121,801　償却資産△53,672
※現年分のみ

うち市たばこ税 852,353 798,831 53,522 6.7

 各種交付金等 3,350,896 2,892,126 458,770 15.9

 地方消費税交付金うち地方消費税交付金 2,736,090 2,536,875 199,215 7.9

うち法人事業税交付金 206,468 103,275 103,193 99.9

うち地方特例交付金等 204,801 89,850 114,951 127.9
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収
補塡特別交付金　＋120,626

 地 方 交 付 税 13,750,160 12,513,472 1,236,688 9.9

うち普通交付税 11,884,456 10,580,012 1,304,444 12.3

うち特別交付税 1,865,704 1,933,460 △67,756 △3.5

 使 用 料 ・ 手 数 料 1,598,713 1,650,328 △51,615 △3.1

うち市営住宅使用料 500,290 524,156 △23,866 △4.6 市営住宅家賃　△17,961

うち清掃手数料 817,273 849,452 △32,179 △3.8
し尿処理手数料　△14,826　
ごみ処理手数料　△14,621

 国 庫 支 出 金分担金及び負担金 296,978 275,097 21,881 8.0 保育所費負担金　　　　＋13,080

 国 庫 支 出 金 18,896,800 25,772,858 △6,876,058 △26.7

特別定額給付金事業費・事務費補助
△11,327,411（皆減）
非課税世帯等臨時特別給付金補助
＋1,532,412（皆増）
子育て世帯等臨時特別支援事業費補助
＋1,527,088（皆増）

うち障害福祉サービス給付費負担金 2,002,247 1,914,121 88,126 4.6
うち教育・保育給付費負担金 1,784,725 1,848,726 △64,001 △3.5
うち生活保護費負担金 5,100,293 5,178,477 △78,184 △1.5
うち社会資本整備総合交付金 404,097 400,177 3,920 1.0

 県  支  出  金 4,385,161 4,645,369 △260,208 △5.6
災害救助費負担金   △401,245
農林水産施設災害復旧費補助　+ 159,672

 財産収入寄付金 280,355 361,008 △80,653 △22.3 災害支援寄付金 △131,926

うちふるさと納税 251,361 198,782 52,579 26.5 ふるさと納税寄付　+85,398

 財産収入 133,494 54,462 79,032 145.1

うち市有地売払収入 97,922 15,630 82,292 526.5 スタートアップセンター売払収入　＋69,063

 繰    入    金 215,287 407,217 △191,930 △47.1 退職手当積立基金繰入金　△187,941（皆減）
ふるさと応援基金繰入金　＋161,000（皆増）

うち財政調整基金繰入金 0 150,000 △150,000 皆減

 繰    越    金 600,945 154,572 446,373 288.8 繰越事業の増

 諸　　収　　入 2,179,909 2,216,716 △36,807 △1.7

うち健康被害補償費納付金 798,771 867,844 △69,073 △8.0 対象者の減

うち病院事業債負担金 166,220 305,803 △139,583 △45.6 償還の減

 地    方    債 5,626,279 4,337,941 1,288,338 29.7
うち防災行政無線整備事業債 407,000 0 407,000 皆増
うち病院事業債 500,000 0 500,000 皆増 市立病院への貸付金の財源

うち臨時財政対策債 1,622,579 1,213,067 409,512 33.8

65,645,640 69,706,601 △4,060,961 △5.8

※実質収支については、地方財政状況調査で災害援護資金貸付金の収入（市へ返済された額）のうち翌年度に県へ償還する額を事業繰
越として翌年度の繰越財源に含めることとなっているため、一般会計決算の実質収支と異なる。

歳入合計
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Ⅲ．歳出（性質別）の状況

3年度A 2年度B 増減額
Ａ-Ｂ

対前年度
増減率 備考

義務的経費 34,849,191 32,774,036 2,075,155 6.3

人件費 8,466,348 9,069,796 △603,448 △6.7 会計年度任用職員報酬等 +97,748

うち職員給与費 6,356,246 6,655,443 △299,197 △4.5 時間外勤務手当　△93,958

うち退職手当 662,518 1,033,990 △371,472 △35.9 退職者の減36人（△20人）

扶助費 21,359,696 18,470,952 2,888,744 15.6

子育て世帯臨時特別給付金（先行）　
＋1,505,600（皆増）
非課税世帯等臨時特別給付金　
+1,481,300（皆増）

うち障害者福祉サービス給付費 3,491,860 3,309,700 182,160 5.5 就労訓練サービス給付費　+98,282

うち幼稚園等施設給付費 1,276,437 1,294,458 △18,021 △1.4

うち保育所等児童保育費 2,278,465 2,341,102 △62,637 △2.7

うち生活保護扶助費 6,748,785 6,860,868 △112,083 △1.6 医療扶助費：△60,252

公債費 5,023,147 5,233,288 △210,141 △4.0 病院事業債△139,471

うち元金償還金 4,818,059 4,979,506 △161,447 △3.2
過疎対策事業債　+33,297
臨時財政対策債　△27,733
退職手当債　△54,710

うち利子償還金 205,088 253,782 △48,694 △19.2

物件費 7,875,586 7,178,708 696,878 9.7

新型コロナウイルスワクチン接種事業費　
+ 1,107,736
電子市役所推進費　＋80,425
学校ＩＣＴ化推進事業費　△448,351（皆減）
水防対策費　△165,049

維持補修費 360,116 307,842 52,274 17.0

補助費等 5,908,036 17,512,274 △11,604,238 △66.3

特別定額給付金 △11,274,300（皆減）
くらし支援金  △153,900
感染拡大防止協力事業者等支援金  
△148,450（皆減）
生活移動手段支援金  △109,650（皆減）

うち一部事務組合に対するもの 731,535 689,637 41,898 6.1 大牟田・荒尾清掃施設組合負担金　＋45,088

うち水道会計補助・負担金 114,850 147,077 △32,227 △21.9 コロナ・災害対策（料金免除）分の減

うち下水道会計補助・負担金 1,577,863 1,596,126 △18,263 △1.1 コロナ・災害対策（料金免除）分の減

うち市立病院運営費負担金 677,979 722,082 △44,103 △6.1 医療機器分の減

うち健康被害補償給付金 798,771 867,843 △69,072 △8.0 対象者の減

普通建設事業費 5,087,051 3,493,162 1,593,889 45.6

産業団地開発推進費　＋609,278
防災行政無線整備費　＋407,358（皆増）
高泉公営住宅建設事業費（Ⅲ期）　＋396,514
保健センター整備費　　＋274,051
（仮称）総合体育館整備事業費　　＋272,687
既設公営住宅改善事業費　　＋144,763
大牟田駅連絡橋改修費　△416,417（皆減）

災害復旧事業費 1,267,952 959,486 308,466 32.1

土木施設災害復旧　+365,922
農林水産施設災害復旧　+35,384
学校教育施設災害復旧　△216,580
社会教育施設災害復旧費　＋115,860

繰出金 6,066,890 5,978,883 88,007 1.5

うち国民健康保険会計 1,244,216 1,229,764 14,452 1.2

うち介護保険会計 2,070,018 2,049,595 20,423 1.0

うち後期高齢者医療会計 588,989 595,494 △6,505 △1.1

うち後期高齢者医療広域連合負担金 2,158,932 2,100,092 58,840 2.8

その他 3,315,783 901,265 2,414,518 267.9
うちふるさと応援基金費 248,855 253,465 △4,610 △1.8
うち庁舎等建設積立基金費 500,071 426 499,645 117,288

うち廃棄物の埋立地取得及び
処理工場建設積立基金費

500,003 3 500,000 16,666,667

うち財政調整基金費　 562,053 19 562,034 2,958,074

うち減債基金費　 444,587 0 444,587 皆増

うち病院事業貸付金 500,000 0 500,000 皆増

64,730,605 69,105,656 △4,375,051 △6.3歳出合計
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Ⅳ．主な財政指標

3年度A 2年度B

標準財政規模(千円） 28,741,163 27,806,819

経常収支比率（％） 88.6 95.9 

財政力指数 0.52 0.54 

実質赤字比率（％） ― ―

― ―

実質公債費比率（％） 6.7 6.9 

将来負担比率（％） 18.9 29.0 
※標準財政規模については、臨時財政対策債発行可能額を含む。

説明

団体に入ってくると見込まれる標準的な一般財源の規模

財政構造の弾力性を表す指標

財政力を示す指標。基準財政収入額÷基準財政需要額の３ヵ年平均

標準財政規模に対する、一般会計等の実質赤字額の割合

連結実質赤字比率（％） 標準財政規模に対する、各会計実質赤字額＋企業会計資金不足額の割合

標準財政規模に対する、実質的な元利償還金と準元利償還金の割合

標準財政規模に対する、一般会計等が将来負担する金額の割合
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